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１．はじめに 

JAGES（Japan Gerontological Evaluation 

Study 日本老年学的評価研究）プロジェク

トは、愛知県を中心とした AGES（Aichi 

Gerontological Evaluation Study 愛知老

年学的評価研究）プロジェクトを母体とし、

2010 年度より対象地域を全国に広げた学 

際的研究プロジェクトである。 

JAGES 調査は、研究者グループが効果的・ 

効率的な介護保険事業を推進したい介護保

険者（市町村または広域連合、以下保険者）

と共同関係を結び、要介護リスクの解明や

地域在住高齢者の健康状態などの「見える

化」による地域診断や、介護予防施策の政

策評価等に取り組むことで可能となった。

調査の主目的は、研究者にとっては健康格

差や介護予防研究のための大規模データの

収集、介護保険者にとっては第６期介護保

険事業計画策定のためのデータ収集におか

れてきた。同時に、研究者・保険者双方に

とっての長期的な目的として、社会環境の

改善を通じた要介護状態の発生率低下を掲

げてきた。 

プロジェクトでは、2010年度から2011年

度調査（JAGES2010）において 25 保険者 31

市町村の約 17 万人（回収率 66.3％）、2013

年度調査（以下、JAGES2013）において 25

保険者 30 市町村の約 19.5 万人（回収率

70.8％）に調査票を送付した。こうした調 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

査対象者の多さは、JAGES 調査の１つの特

徴である。 

ある集団の平均像や分布などの記述によ

る状況の把握や個人レベルでの関連要因の

解析を目的とする多くの社会調査の対象者

数は、数百～数千人レベルである。一般に

は、それ以上のデータがあっても、その追

加コストを上回るような情報が得られない

と見なされている。しかし、ビッグデータ

時代と相まって、今後はこのような大規模

調査の必要性が一部で高まると我々は考え

ている。果たして 10 万人規模でないと得ら

れない知見とはどのようなものなのだろう

か。  

またJAGESプロジェクトでは、1999年度、

2003 年度、2006 年度、2010 年度と調査を

重ねる中で、大規模調査実施のためのノウ

ハウを蓄積してきた。しかし、それらを含

む大規模調査実施のための調査方法論が、

学術論文で紹介されることはほとんどない。 

そこで小論ではまず、これほどの大規模

調査がどのような場合に必要になるのかに

ついて説明し、次に大規模調査データだか

らこそ得られた、従来にない知見の事例を

示す。さらに、このような大規模調査実施

のノウハウを紹介し、最後に実際の調査の

意義と限界について述べる。 

 

 

マルチレベル分析が可能な大規模調査の必要性と実施ノウハウ 

――  JAGES（日本老年学的評価研究）2013 調査 ―― 
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２．大規模調査の必要性 

健康の社会的決定要因（social determi- 

nants of health, SDH）を解明する社会疫

学の領域では、従来の研究で蓄積されてき

た個人レベルの要因の他にも、ジニ係数な

どで測定される所得格差の大きさやソーシ

ャル・キャピタル等の地域レベルの要因が

重要であるという仮説が提示されてきた

（カワチ・キム・スブラマニアン 2008； 近

藤 2005； 近藤 2013）。地域レベルの「健

康の社会的決定要因」を検討する方法とし

て従来使われてきたのは、地域単位で集計

された行政データを二次利用する地域相関

分析である。しかし、学術的にみると、こ

れには三つの大きな限界があった。 

一つは、因果関係の検証を進めるために

必要な縦断（コホート及びパネル）分析が

できないことである。縦断分析には、個人

を追跡できるデータが不可欠である。第二

に、地域レベルの相関分析でみられた関連

が、個人レベルでは見られるとは限らない

のに、誤って推論してしまう生態学的誤謬

（ecological fallacy）が避けられないこ

とである。第三に、「健康なまち」には、単

に健康な人が多く住んでいることによる側

面（compositional effect）と、不健康な

人であっても移り住むと健康になるような

地域の力による側面（contextual effect）

があるが、両者が区別できないことである。

第二と第三の限界を克服するためには、多

数の地域を含み、かつ、そこに居住する個

人の特性もわかる、いわゆる「（地域などに）

ネストされた個票データ」が必要となる。

それを用いてマルチレベル分析をして、初

めて個人レベルの要因と独立した地域レベ

ルの要因の影響を検証できる。 

こうした学術的な目的にとどまらず、健

康日本 21（第二次）など、健康政策上も社

会疫学の知見に基づき、「健康格差の縮小」

や「ソーシャル・キャピタルの向上」など、

健康のための自己努力に加えて社会環境の

質の重要性が謳われるようになっている。

その実現のために、地域の健康度を診断す

る「地域診断」の重要性も見直されている。 

このようなミクロとマクロとのリンクを

視野に入れる動きは、社会学や経済学など

の領域でもみられる学際的な動向である。

従来の分析の多くは、暗黙の内にマクロ（地

域・組織・社会など）レベルをミクロ（個

人など）の集合体と見なしていた。しかし、

ネットワーク研究や行動経済学、社会疫学

などの知見が増えるにつれ、ミクロ（個人）

の動向は、マクロレベルの要因や文脈に依

存することが解明されてきた。言い換えれ

ば、ミクロの集合体を想定しただけでは、

現実のマクロレベルの状態は予想できない

と気づかれ、両者を視野に入れた研究が必

要とされるようになってきている（医療科

学研究所自主研究委員会 2014）。 

今後、このようなマクロ要因と同時にそ

の構成員であるミクロ（個票）レベルの要

因とを同時に考慮した分析が求められるに

つれ、調査研究費の制約を受けつつも、従

来以上に「ネストされた個票データ」が求

められてくると思われる。誤差を小さくと

どめるためには、ある地域や組織内で一定

数の個票データが必要となる。その上で、

多様な特徴を反映するよう多くのマクロレ

ベルのサンプル数を得ることを追求すれば、

自ずとデータ規模は大きくならざるを得な

い。学術研究の世界を離れても、ビジネス

におけるビッグデータ活用や、政府のオー

プンデータや政策評価を求める流れと相ま

って、データの大規模化は進んでいくと考

えられる。 
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３．大規模調査で得られる知見と活用例 

 ここでは、前節で説明したようなマクロ

とミクロ両方の情報を持つ大規模データか

ら、具体的にどのような知見を得て活用し

うるのか、JAGES2013 データから作成した

「活発に社会参加している高齢者の割合」

と「認知症を発症するリスクが高い高齢者

の割合」という２つの指標の地域相関分析

を例に紹介する。 

詳細は後述するが、JAGES2013 では、原

則として保険者内の小地域内（政令指定都

市では地域包括支援センター区、それ以外

は小学校区）で 100 名以上が調査対象者と

なるよう、抽出方法や抽出率を調整してあ

る。調査対象者名簿には対象者の居住地域

情報（市町村、区、小学校区、地域包括 

支援センター区等）が含まれており、個票

データの結果を地域別に集計した総計値

（aggregate data）を「地域の特性の一側

面を表す指標」として用いることができる。

つまり、地域別に住民の健康状態や要介護

リスク、社会資源等を示す数値を算出し、

ニーズや資源を把握することで、地域の健

康状態改善への手がかりを得る「地域診断」

が可能となるのである。本分析では、JAGES 

2013 参加自治体のうち、政令指定都市の

270 地域包括支援センター区（以下包括区）、

それ以外の市町村の 314 小学校区を地域の

単位とし、地域内の回答者数が 30名未満だ

った地域を除く 268 包括区と 308 小学校区

の計 576 地域を分析単位として用いた。さ

らに、都市度によって傾向が異なるか否か

を検証するため、可住地人口密度が 1,000 

/km２未満の農村的地域（81 小学校区）、可

住地人口密度が 1,000/km２以上の郊外的地

域（227 小学校区）、政令指定都市（268 包

括区）に分けて分析を行った。 

健康日本 21（第二次）などでも注目され 

るソーシャル・キャピタルの一つの指標と

して、本分析では「地域内の回答者中、会

や組織に月 1 回以上参加している者の割合」

（以下、組織参加率）を用いた。「会や組織」

はスポーツの集まりや趣味の会、町内会や

老人クラブ、高齢者大学やボランティア等、

さまざまな集まりを含んでいる。地域ごと

の組織参加率は平均 48.9％だが、最も高い

地域で 76.7％、最も低い地域で 18.6％と４

倍以上の差があった。 

一般には、農村部の方が地域のつながり

が強いと思われているだろう。しかし、実

際に分析してみると、組織参加率は農村的

地域で平均 41.1％、郊外的地域で 47.4％、

政令指定都市で 52.5％と、むしろ都市部で

高かった。ここまでは、公開されている行

政データを用いても検討可能である。一方、

農村部ではより高齢化が進んでおり、加齢

に伴って組織参加率が低くなる可能性も考

えられる。この仮説を検証するには、年齢

までわかる個票データが必要である。 

JAGES2013 データを用い、地域ごとに前

期高齢者と後期高齢者それぞれの地域組織

参加率を求め相関を調べたところ、組織参

加率は前期高齢者で平均 50.9％、後期高齢

者で 46.0％と、前期高齢者の方が 4.9％ポ

イント高かった。しかし、図 1 に示す通り、

前期高齢者の組織参加率が高い地域ほど後

期高齢者の組織参加率も高い傾向が認めら

れた（r=0.53）。この相関関係は農村的地域

においてより強く、政令指定都市では比較

的弱かった（農村的地域 r=0.62、郊外的地

域 r=0.52、政令指定都市 r=0.38）。さらに

地域間の差をみると、組織参加率は農村的

地域で 20.6％から 65.0％、郊外的地域で

18.6％から 71.6％、政令指定都市で 32.2％

から 76.7％と、いずれも 40 ポイント以上

の差があった。このことは、組織参加率の
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決定要因として、回答者個人の年齢や地域

の都市度よりも、住んでいる地域の特性の

ほうが大きいことを示唆している。 

次に、組織参加率が地域の高齢者の健康

状態とどのような関連を持つかを検証する。

図２の縦軸は、「地域内の回答者中、認知機

能低下のリスクがある者の割合」を示して

いる。ここでは、厚生労働省が定める介護

予防のための基本チェックリストのうち、

認知機能低下に該当する者（「周りの人から

『いつも同じ事を聞く』など物忘れがある

といわれる」「自分で電話番号を調べて、電

話をかけることをしていない」「今日が何月

何日かわからない時がある」の３項目のう

ち、１項目以上に該当）をリスク者とみな

している。地域における認知機能低下リス

ク者率は平均 35.3％だったが、最も高い地

域では 56.0％、最も低い地域では 16.1％と、

3.48 倍もの差があった。つまり、「３倍、認

知症リスク者の多いまち」があることが明

らかとなった。 

このような地域間の健康格差は、何によ

ってもたらされるのだろうか。高齢者の健

康に影響を与えうる社会環境条件のひとつ

に、コミュニティへの社会参加の容易さが

ある（カワチ・キム・スブラマニアン 2008）。

高齢者の社会参加は認知症の発症リスクの

低さと結び付いていることが報告されてい
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図 1 前期・後期高齢者の組織参加率 

 

r=0.53： 農村的地域 r=0.62, 郊外的地域 r=0.52, 政令指定都市 r=0.38 
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ることから（竹田・近藤・平井 2010）、高

齢者の社会参加の容易さの高低により、認

知機能低下リスクの地域間格差が生じてい 

る可能性がある。 

図２からは、横軸の組織参加率が高い地

域ほど認知機能低下リスク者率が低い傾向

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

が読み取れる（r=-0.34）。この相関関係は

農村的地域（r=-0.51）、郊外的地域（r= 

-0.28）、政令指定都市（r=-0.26）のいずれ

においても認められ、特に農村的地域にお

いて強かった。一方で、この結果は単に

地域内のJAGES回答者の年齢構成を反映し

たものであり、後期高齢者が多い地域では

組織参加率が低く、認知機能低下リスク者

率が高いことを示しているにすぎない可能

性も考えられる。しかし、先に図１で示し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

たように、前期高齢者の組織参加率が高い

地域では、後期高齢者でも組織参加率が高

いことが分かっている。 

こうした結果は、認知症リスクに関する

地域診断において、地域における組織参加

率が一つの指標となり得ること、また地域

で高齢者の社会参加を促す取り組みを活発

化させることが、認知症予防策になり得る

ことを示している。学術的には今後マルチ

レベル分析による精査が必要となるが、行

図 2 組織参加率と認知機能低下リスク者率 

 

r=-0.34： 農村的地域 r=-0.51, 郊外的地域 r=-0.28, 政令指定都市 r=-0.26 
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政が行う地域診断の指標として、こうした

地域相関分析を活用することはありうるだ

ろう。 

 

４．大規模調査実施のノウハウ 

 ここまでに示してきたように、大規模調

査から得られたデータは、従来的な規模の

社会調査では得られなかった新たな知見に

つながる可能性を有している。一方で、大

規模調査実施においては、数千サンプル以

下の調査では想定されないような課題にも

直面する。ここでは、大規模調査を実施す

るにあたってのノウハウとして、関係者の

協力関係、調査実施の概要とそこでの工夫

等について紹介する。 

 

（１）研究プロジェクト・保険者・調査実

務業者の協力関係 

20 万人規模の調査を滞りなく実施するに

は、調査の各段階における様々な工夫と、

調査主体である研究者、保険者、調査実務

業者間での連携と役割分担が求められる。

JAGES2013 は、調査事務局、介護保険者、

調査実務業者の三者が協力することで可能

となった。調査事務局は、研究者の実務代

表として、日本福祉大学健康社会研究セン

ター内に設置された。介護保険者は、市町

村または複数の市町村からなる広域連合で

あり、介護保険や高齢者福祉の担当部局が

対応した。調査実務は、（一社）新情報セン

ターに委託した。 

調査は研究者と保険者との研究協定に基

づいて実施された。JAGES2013 に参加した

のは、介護保険事業計画策定に関して日本

福祉大学と長年の協力関係にあった愛知県

内の６保険者、プロジェクトメンバーと何

らかのつながりがあった 10 保険者、介護予

防や介護保険に関する講演会等で調査参加

保険者募集に関心を持った９保険者の計 25

保険者だった。その人口規模は人口 1200 人

から 200 万人以上まで多様であり、11 保険

者は愛知県内からの参加だった。 

調査事務局は全工程を通じた調整と、保

険者や実務業者への指示・連絡を行い、サ

ンプリング方法等のマニュアル作成や指示・

連絡役として統括を行った。保険者からの

データ収集や印刷原稿の調整等の定型業務

を実務業者に委託することで、事務局は保

険者との連絡相談や調整に注力することが

できた。具体的には、個別に状況確認や対

応をするだけでなく、調査の進捗状況や今

後の見通し、一部保険者から受けた質問と

それに対する回答等をまとめた文書を１～

２週間に一度電子メールで全保険者宛に送

信して、研究者と保険者との関係を密に保

ち、担当職員の疑問や不安を解消して、業

務全体の円滑な進行に努めた。 

保険者は事務局からの連絡・依頼にもと

づいて、調査対象者の抽出、宛名ラベルの

印刷、調査票の自治体独自項目の作成、調

査協力を依頼する広報記事の掲載、個人情

報保護審議会等の準備と対応、調査票回収

のための料金別納の書類手続き、回収調査

票の保管と実務業者への転送、個票データ

と結合する匿名化された各種健康データの

提供を行った。JAGES2013 は保険者にとっ

て、第６期介護保険事業計画策定のための

基礎調査として位置づけられていたため、

調査が年間計画に組み込まれ、調査費用の

一部は保険者が負担した。 

実務業者は、調査事務局と個別保険者と

の間に入り、各種作業のフォローや原稿の

とりまとめ、調査票の印刷・送付と調査期

間中のコールセンター対応、調査票の入力

からデータセット作成まで、調査実務全般

を担当した。 
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（２）調査方法・期間・配布回収状況 

調査は自記式郵送法で実施し、返送先は

原則として保険者（○○市役所××課）と

した。また、調査の趣旨や結果の活用方法

についての記事を調査票送付の直前号の自

治体広報に掲載してもらい、調査予告とし

た。調査票送付から約 1 週間後、回収率向

上を目的に、調査協力へのお礼状を兼ねた

督促ハガキを送付した。 

JAGES2010 では、単年度で必要な研究費

が得られず、調査に理解と協力の得られる

保険者を順次募りながら調査を進めていた

ため、数保険者ずつ４～５か月の間隔をあ

けて 1 年半にわたり調査を実施した。それ

に対し、JAGES2013 では、単年度で調査費

用が確保できたため、計画段階から主旨や

目的を説明し、各保険者内で検討する時間

を十分に設けたけことで、プロセスの効率

化を図り、調査実施期間を約２か月間に短

縮することができた。 

JAGES2013 では 25 保険者で 19 万５千票  

超の調査票を配布することから、自治体規

模や JAGES 調査参加経験の有無により参加

保険者を３グループに分け、2013 年 10 月

１日から 12 月２日にかけ、３週間ずつ３期

に分けて調査を実施した。こうして実務を

分散したことは、調査票の円滑な管理・発

送・入力や、問い合わせコールセンターの

対応に役立った。特に大都市では関係部局

内での調整やサンプリングに時間を要し、

コールセンターへの電話件数も多いことか

ら、最終期に調査を実施することで十分な

準備期間をとることができ、円滑な進行に

つながった。 

 

（３）郵送調査における工夫 

松田（2013）が開発した EMM（Effective 

Maximization  Method）では、回収率向上

の工夫のひとつとして、回収用封筒に切手

をあらかじめ貼付しておくことが挙げられ

ている。しかし、JAGES2013 では保険者か

らの声を踏まえ、料金別納郵便で調査票を

回収した。 

第一に、切手貼付封筒を使用した場合、

調査票は自治体庁舎にバラバラの状態で配

達され、庁内で膨大な仕分け作業が生じる。

住民対象の調査が並行して複数行われてい

る場合、作業はさらに大変になる。一方、

料金別納では配達局が封筒を束にまとめ、

封筒数の記録と共に配達するため、保険者

の負担を大幅に減らすことができる。 

第二に、料金別納は追加料金が発生する

ものの、非回収票の切手代損失を考慮する

と、回収率が 76.19％を超えない限り安価

になる（2013 年当時）。JAGES2010 の回収率

66.3％より約10ポイント高い回収率を得る

ことは困難と考えられたため、料金別納を

用いたほうが合理的であると判断した。 

一方で、われわれは保険者との共同実施 

であることを活用した回収率向上の取り組

みを行った。第一に、EMM では調査票送付

の約一週間に予告ハガキを出すことになっ

ているが、JAGES では調査直前号の自治体

広報に調査のお知らせと協力依頼を掲載し

てもらい、予告とした。第二に、EMM では

対象者の負担感を減らすため、詳細な添え

状は封入しないのに対し、JAGES では調査

票冊子の表紙に調査依頼と説明を、裏表紙

に過去の調査から得られた研究成果の一例

を掲載した。調査主体が保険者であること、

介護保険や介護予防といった高齢者の関心

が高いテーマについての調査であることを

説明し、EMM が提唱する「好印象極大化」

をねらった。 
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（４）調査票と調査項目 

JAGES2010 では調査項目や文言に対する

保険者の要望にきめ細かく対応していたが、

保険者ごとに調査票の構成が異なり、調

査票原稿の管理やデータマネジメント、

結果の比較可能性に課題が生じた。そこで

JAGES2013 では、調査説明・協力依頼２ペ

ージ、共通コア項目 10 ページ、バージョン

別項目２ページの研究項目計 12 ページ、自

治体独自項目２ページを16ページ冊子に

収めるという基本形を作り（図３）、研究項

目 12 ページについては個別対応が難しい

ことを保険者に説明して、理解を求めた。

ただし利用する交通手段の選択肢における

地下鉄の有無など、最低限の対応は行った。

一方で、JAGES2010 では 0.5 ページ程度だ

った自治体独自項目を２ページに増やし、

保険者が把握したい事項をより詳細に調べ

られるようにした。

 

図 3 JAGES2013 調査票の構成 

 

 

 

共通コア項目には、先行研究や過去の(J) 

AGES 調査において介護予防や健康格差縮

小のために重要と考えられた項目が含めら

れた。バージョン別項目ページでは探索段

階の仮説をより多く検証できるよう、さま

ざまな質問を５群に振り分け、５バージョ

ンを作成した。 

 

自治体独自項目は、保険者が高齢者のニ 

ーズ等を把握する上で知りたいと考える項 

目（希望する介護施策等）であり、バージ

ョン別項目の後に掲載された。調査票は収

められたバージョン別項目の種類により５

色の用紙に印刷され、それぞれが各保険者

内で均等かつランダムに配布された。 
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（５）対象者とサンプリング 

社会疫学研究においては、死因別死亡等、

発生イベント件数が少ないアウトカム指標

を用いた分析も多く、ソーシャル・キャピ

タルなどの地域環境要因が健康に与える影

響を分析するには、多地域それぞれの代表

性が担保された大規模サンプルを得ること

が求められる。 

本調査の対象母集団は、要介護認定を受

けていない（以下、非要介護）65 歳以上の

地域在住高齢者である。対象者は二段階抽

出法または三段階抽出法により抽出された。

第一次抽出単位は保険者であり、JAGES2013

では 25 保険者を得た。 

各保険者の対象者数や抽出法は、事務局

と保険者が相談の上決定した。非要介護認

定高齢者数が 8000 名程度までの比較的小

規模な保険者では、原則として全数調査を

行った（11 保険者）。中・大規模保険者で

は、保険者内で対象者を無作為抽出する二

段階抽出法が用いられ（12 保険者）、２つ

の中規模保険者では、保険者内の小地域（小

学校区）を第二次抽出単位、対象者を第三

次抽出単位として無作為抽出する三段階抽

出法が用いられた。三段階抽出法は、人口

密度のばらつき等により、保険者全体で無

作為抽出を行うと地域診断に足る回答者数

が確保できない小地域が生じると懸念され

た場合に用いられた。どの方法を用いた場

合も、小地域あたり 100 名以上の抽出をめ

ざし、非要介護高齢者が 100 名未満の小地 

域では全員を対象とした。 

また、JAGES2013 に参加した 25 保険者中

19保険者はJAGES2010調査に参加しており、

そのうち匿名化された対象者リストの事務

局への提供に同意した14保険者ではパネル

結合が可能だった。そのため、JAGES2010 

対象者のうち、死亡・要介護認定の発生し

なかった者全員に再度調査票を送り、追跡

データを取得できるようにした。また、地

域の非要介護高齢者の生活や健康状態の実

態をできるかぎり正確に反映した地域診断

を行うため、JAGES2010 調査時には高齢者

でなかった 65-67 歳の人々を、保険者内の

非要介護高齢者の年齢構成に按分して無作

為抽出し、新たに調査票配布の対象者とし

た。 

第Ⅰ期調査では、JAGES2010 にも参加し

た比較的小規模な保険者で4万8291票を配

布し、3万4244票を回収した（回収率70.9%）。

第Ⅱ期調査では、中規模保険者や JAGES 調

査初参加の保険者で 6 万 8617 票を配布し、

4 万 9909 票を回収した（回収率 72.7％）。

第Ⅲ期調査では、4 都市で 6 万 1381 票を配

布し、4 万 2823 票を回収した（回収率 69.8 

％）。Ａ市とＢ市では、調査費用の拠出元が

異なったため、上記とは若干異なる工程で

調査が実施され、それぞれ 60.9％、71.2％

の回収率を得た。25保険者全体では、19万

5290 票を配布し、13 万 8293 票を回収でき

た（回収率 70.8%）。 

 

 

  

調査の概要 

調査主体： JAGES プロジェクト（代表 近藤克則） 

調査対象： 1948 年４月 1 日以前生まれで要介護認定を受けていない高齢者 

抽出方法： 全数調査、二段階抽出法、または三段階抽出法（自治体規模等による） 

調査方法： 郵送回収法 

調査実施期間： 2013 年 10 月～12 月 

配布数・回収数（回収率）：配布票 195,290、回収票 138,293（回収率 70.8%） 
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５．JAGES2013 の意義と限界 

2013 年度 JAGES 調査には、大きく分けて

３つの意義があったと考える。第一に、2010

年度調査の経験に基づき、調査事務局、保

険者、実務業者が情報収集や話し合いを重

ね、課題克服の努力をしたことで、自治体

共同型大規模調査実施のノウハウが蓄積さ

れた。 

第二に、要介護リスクの解明や、健康の

社会的決定要因など、学術研究に有用なデ

ータセットが作られた。学際的プロジェク

トを組み、研究目的や対象地域別に研究費

を組み分けたことで、大規模データの収集

が可能となった。今後、死亡や要介護認定

の情報を組み合わせた追跡データや、2010

年度調査の結果を組み合わせたパネルデー

タを作成することで縦断分析が可能となり、

より精緻な分析に耐えうるデータセットが

作成される予定である。 

第三に、介護保険者間の比較や地域間比

較を通じ、地域の課題や資源が明らかにな

り、介護予防施策や政策評価等に活用でき

るデータセットが作られた。JAGES プロジ

ェクトではこのデータセットをもとに、地

域診断・改善・評価のためのシステム開発

と改善を進めている（介護予防政策サポー

トサイト http://www.yobou_bm.umin.jp/）。

2013 年度データが追加されることで 2010

年度調査との経時比較が可能になり、保険

者にとってはより有用なツールとなる。 

一方で、調査協力が得られた 25 保険者が

全国の介護保険者を代表するサンプルでは

ない点、地域診断に必要な回答者数を担保

するために人口密集地域と過疎地域で抽出

率が異なる点、要介護高齢者を調査対象に

含んでおらず高齢者全体の実像を描く目的

には使用できない点など、多くの限界も抱

えているのは言うまでもない。 

６．おわりに 

 本稿では、今後大規模調査が増える可能

性を指摘し、JAGES データの活用例として

地域の組織参加が認知機能低下を予防しう

ることを示唆する分析結果を示し、大規模

調査の実施ノウハウを紹介した。 

 自治体と共同関係を結んでの大規模調査

実施には課題や困難も伴うが、そこから得

られるものも大きい。今後こうした調査が

増え、研究者と行政双方にとって有益とな

るようなデータが蓄積されていくことを願

っている。 
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